
（平成２６年１２月１７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会神奈川地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 54 件

厚生年金関係 54 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 3 件



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9130 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に係る

記録を、平成 15 年８月 25 日は 14 万 4,000 円、16 年２月 25 日は 18 万

9,000 円、同年８月 25 日は 24 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 15 年８月 25 日 

             ② 平成 16 年２月 25 日 

             ③ 平成 16 年８月 25 日 

    私は、Ａ社から申立期間に係る賞与が支給され、当該賞与から厚生年

金保険料が控除されていたが、申立期間に係る標準賞与額の記録が無い。 

    調査の上、申立期間に係る標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された 2003 年（平成 15 年）７月分、2004 年（平成 16

年）１月分及び同年７月分の給与明細書並びに預金取引明細表に記載され

ている内容から判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社から賞与の

支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、前述の給与明細書により

確認できる賞与支給額及び厚生年金保険料控除額から、申立期間①は 14

万 4,000 円、申立期間②は 18 万 9,000 円、申立期間③は 24 万円とするこ

とが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、Ａ社は既に解散しているため、確認することはできず、

このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

  



                      

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9131 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 63 年７月 18 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19 万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年７月 18 日から同年８月１日まで 

    昭和 63 年４月１日にＢ社に入社後、２年間の条件でＡ社に出向した。 

    申立期間については、出向先であるＡ社に勤務しており、給与から厚

生年金保険料も控除されていたと思う。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管している申立人の人事記録、雇用保険加入記録及び複数の同

僚の供述から判断すると、申立人が申立期間において、申立てに係るグル

ープ会社に継続して勤務し（昭和 63 年７月 18 日にＢ社からＡ社に出向）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

63 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、19 万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としているが、雇用保険及びＣ企業年金

基金における申立人のＡ社での資格取得日が社会保険事務所における資格

取得日と同日となっており、社会保険事務所、公共職業安定所及び厚生年

  



                      

金基金の三者が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、

事業主が昭和 63 年８月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保

険事務所は申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9132 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、同賞与に係る支給日を平成 15 年 12 月

19 日とし、申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 

    私は、Ａ社から申立期間に賞与の支払を受けたが、当該賞与に係る厚

生年金保険の記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された預金取引明細表により、申立人が申立期間におい

て賞与の支給を受けたことが確認できる。 

   また、同僚が所持する賞与明細書から、当該同僚は賞与支給額に見合っ

た厚生年金保険料を控除されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社から賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

   なお、当該賞与の支給日については、上記預金取引明細表において確認

できる賞与振込日の記録から、平成 15 年 12 月 19 日とすることが妥当で

ある。 

   また、申立期間の標準賞与額については、上記預金取引明細表における

賞与振込額から推認できる賞与支給額及び厚生年金保険料控除額から、20

万 5,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主から回答を得られず、このほかにこれを確認できる関連資

  



                      

料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9133 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 16 年 12 月 10 日は 43 万 4,000 円、20 年６月 10 日は 75

万円、同年 12 月 10 日は 14 万 3,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 20 年６月 10 日 

             ③ 平成 20 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

  



                      

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 43 万 4,000 円、申立期間②は 75 万円、申立

期間③は 14 万 3,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9134 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 57 万 7,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月９日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 57 万 7,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 53 万 2,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月９日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 53 万 2,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9136 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 19 年６月 14 日は 50 万円、同年 12 月 10 日は 10 万円とす

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年６月 14 日 

             ② 平成 19 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 50 万円、申立期間②は 10 万円とすることが

妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 17 年６月 13 日は 32 万 3,000 円、同年 12 月８日は５万

2,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 13 日 

             ② 平成 17 年 12 月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 32 万 3,000 円、申立期間②は５万 2,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9138 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 15 年 12 月９日は 49 万 5,000 円、17 年 12 月８日は 16 万

7,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月９日 

             ② 平成 17 年 12 月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

、

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 49 万 5,000 円、申立期間②は 16 万 7,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 14 万 4,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 14 万 4,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 17 年６月 13 日は 31 万 8,000 円、同年 12 月８日は４万

4,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 13 日 

             ② 平成 17 年 12 月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 31 万 8,000 円、申立期間②は４万 4,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 37 万 6,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年 12 月７日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 37 万 6,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 18 年 12 月 12 日は 35 万円、19 年６月 14 日は７万 1,000

円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年 12 月 12 日 

             ② 平成 19 年６月 14 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 35 万円、申立期間②は７万 1,000 円とする

ことが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9143 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 22 年 12 月 10 日は 37 万 8,000 円、23 年６月 10 日は３万

5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22 年 12 月 10 日 

             ② 平成 23 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 37 万 8,000 円、申立期間②は３万 5,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 14 万 6,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 14 万 6,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9145 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 10 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年６月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 10 万円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9146 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 16 年 12 月 10 日は 30 万円、17 年６月 13 日は 4,000 円と

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年６月 13 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 30 万円、申立期間②は 4,000 円とすること

が妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9147

 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 30 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 30 万円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9148 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 35 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

 以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 35 万円とすることが妥当である。 

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9149 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 30 万 2,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年 12 月７日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 30 万 2,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 19 万 5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年６月 13 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 19 万 5,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9151 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 35 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 35 万円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9152 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 22 年 12 月 10 日は 45 万円、23 年６月 10 日は 14 万 8,000

円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22 年 12 月 10 日 

             ② 平成 23 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 45 万円、申立期間②は 14 万 8,000 円とする

ことが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9153 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 31 万 8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年６月 13 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

  以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 31 万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9154 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 18 万 3,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。

  以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 18 万 3,000 円とすることが妥当である。 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9155 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 29 万 5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 29 万 5,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 17 年６月 13 日は 34 万 3,000 円、同年 12 月８日は 12 万

8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年６月 13 日 

             ② 平成 17 年 12 月８日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 34 万 3,000 円、申立期間②は 12 万 8,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 16 年６月 10 日は 35 万円、同年 12 月 10 日は６万 3,000

円、19 年６月 14 日は 65 万円、同年 12 月 10 日は１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年６月 10 日 

             ② 平成 16 年 12 月 10 日 

             ③ 平成 19 年６月 14 日 

             ④ 平成 19 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

  



                      

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

 以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 35 万円、申立期間②は６万 3,000 円、申立

期間③は 65 万円、申立期間④は１万 8,000 円とすることが妥当である。 

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 18 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 18 万円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 17 年 12 月８日は 23 万 7,000 円、19 年 12 月 10 日は 31

万 5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月８日 

             ② 平成 19 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 23 万 7,000 円、申立期間②は 31 万 5,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 22 万 8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 22 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 22 万 8,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 21 年６月 12 日は 31 万 5,000 円、同年 12 月７日は２万

3,000 円、23 年 12 月９日は 26 万 8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 21 年６月 12 日 

             ② 平成 21 年 12 月７日 

             ③ 平成 23 年 12 月９日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

  



                      

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 31 万 5,000 円、申立期間②は２万 3,000 円、

申立期間③は 26 万 8,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 15 年 12 月９日は 50 万 1,000 円、22 年６月 10 日は 21 万

9,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月９日 

             ② 平成 22 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 50 万 1,000 円、申立期間②は 21 万 9,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9163 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 15 年６月 12 日は 26 万 8,000 円、同年 12 月９日は７万

7,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年６月 12 日 

             ② 平成 15 年 12 月９日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 26 万 8,000 円、申立期間②は７万 7,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9164 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 29 万 9,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 23 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 29 万 9,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9165 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 21 万 7,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年 12 月７日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 21 万 7,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9166 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 21 年 12 月７日は 45 万円、22 年６月 10 日は 18 万 4,000

円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 21 年 12 月７日 

             ② 平成 22 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 45 万円、申立期間②は 18 万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9167 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 33 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 33 万円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9168 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 22 年６月 10 日は 57 万 2,000 円、同年 12 月 10 日は 14 万

7,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22 年６月 10 日 

             ② 平成 22 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 57 万 2,000 円、申立期間②は 14 万 7,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9169 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 16 年 12 月 10 日は 30 万 6,000 円、17 年６月 13 日は

4,000 円、20 年６月 10 日は 50 万円、同年 12 月 10 日は 23 万 8,000 円と

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 10 日 

             ② 平成 17 年６月 13 日 

             ③ 平成 20 年６月 10 日 

             ④ 平成 20 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

  



                      

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

  以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 30 万 6,000 円、申立期間②は 4,000 円、申

立期間③は 50 万円、申立期間④は 23 万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9170 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 18 年６月８日は 34 万 5,000 円、同年 12 月 12 日は 11 万

3,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月８日 

             ② 平成 18 年 12 月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

  以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 34 万 5,000 円、申立期間②は 11 万 3,000 円

とすることが妥当である。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9171 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 18 年６月８日は 28 万 7,000 円、同年 12 月 12 日は９万

3,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月８日 

             ② 平成 18 年 12 月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 28 万 7,000 円、申立期間②は９万 3,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 28 万 9,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年 12 月７日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 28 万 9,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9173 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 17 年 12 月８日は 22 万 7,000 円、20 年 12 月 10 日は 35

万円、21 年６月 12 日は 14 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月８日 

             ② 平成 20 年 12 月 10 日 

             ③ 平成 21 年６月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

  



                      

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 22 万 7,000 円、申立期間②は 35 万円、申立

期間③は 14 万円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9174 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 19 年 12 月 10 日は 18 万 1,000 円、21 年 12 月７日は 31

万 5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年 12 月 10 日 

             ② 平成 21 年 12 月７日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 18 万 1,000 円、申立期間②は 31 万 5,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9175 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 29 万 4,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 23 年 12 月９日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 29 万 4,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9176 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 22 年６月 10 日は 31 万 5,000 円、同年 12 月 10 日は 11 万

1,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22 年６月 10 日 

             ② 平成 22 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 31 万 5,000 円、申立期間②は 11 万 1,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9177 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 22 年 12 月 10 日は 31 万 5,000 円、23 年６月 10 日は５万

5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22 年 12 月 10 日 

             ② 平成 23 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 31 万 5,000 円、申立期間②は５万 5,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9178 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 30 万 2,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年６月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

  以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 30 万 2,000 円とすることが妥当である。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9179 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 20 年６月 10 日は 31 万 8,000 円、同年 12 月 10 日は３万

2,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 20 年６月 10 日 

             ② 平成 20 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 31 万 8,000 円、申立期間②は３万 2,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9180 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 22 年６月 10 日は 31 万 5,000 円、同年 12 月 10 日は９万

9,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 22 年６月 10 日 

             ② 平成 22 年 12 月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 31 万 5,000 円、申立期間②は９万 9,000 円

とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を平成 18 年６月８日は 18 万円、同年 12 月 12 日は１万 1,000 円

とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月８日 

             ② 平成 18 年 12 月 12 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

  



                      

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から、申立期間①は 18 万円、申立期間②は１万 1,000 円とする

ことが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9182 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 26 万 8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 23 年 12 月９日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 26 万 8,000 円とすることが妥当である。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9183 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならないと

記録されているが、事業主は、申立期間に係る同法第 81 条の２の規定に

基づく申出を行ったと認められ、当該期間の保険料徴収が免除されること

から、当該記録を取り消し、申立人のＡ事業所における申立期間に係る標

準賞与額を 25 万 8,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 23 年６月 10 日 

    Ａ事業所に勤務していた期間のうち、申立期間は育児休業期間中であ

ったが、当該期間に支給された賞与に係る標準賞与額が年金額の計算の

基礎とならないものとされている。 

    調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届及び

賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、申立人は、申立期間について、同事

業所から賞与の支払を受けていることが認められる。 

   また、オンライン記録によると、Ａ事業所の事業主は、申立人について、

厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づく、育児休業期間中の厚生年金

保険料徴収の免除の申出を行ったことが確認できる。 

   一方、事業主は、上記賞与支払届を、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定による保険料の徴収時効が成立した後である平成 26 年７月に提出した

ことが確認できるが、同法第 81 条の２の規定に基づき事業主より免除の

申出があった場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料について

は、徴収が行われないことから、たとえ、申立期間当時に申立期間の健康

保険厚生年金保険被保険者賞与支払届の届出が行われておらず、厚生年金

保険法第 75 条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞

  



                      

与額であっても、年金額の計算の基礎とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間に係る標準賞与額については、健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届及び賃金台帳兼所得税源泉徴収簿における当

該賞与額から 25 万 8,000 円とすることが妥当である。

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7295 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 51年３月まで 

    私は昭和 53 年５月に結婚し、同年６月に区役所の出張所で夫婦二人の国

民年金の加入手続を行った。 

 国民年金の加入手続を行った時、出張所の職員から、私は４年分、妻は

５年分の国民年金保険料を遡って納付できるとの説明を受けたため、私が、

昭和 53年７月に夫婦それぞれの申立期間並びに昭和 51年度及び 52年度の

保険料を区役所の出張所又は郵便局で遡ってまとめて納付した。 

 妻の年金手帳の備忘録には、「５年分遡って支払っている」との妻のメ

モが残っており、当該メモは、申立期間の国民年金保険料を納付したあか

しである。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行った時、区役所の出張所の職員から、

申立人は４年分、申立人の妻は５年分の国民年金保険料を遡って納付できる

との説明を受けたため、申立人が夫婦それぞれの申立期間並びに昭和 51 年度

及び 52 年度の保険料を遡ってまとめて納付したと述べているが、保険料を納

付した時期、場所及び納付方法についての記憶が明確でなく、遡ってまとめ

て納付した保険料額について記憶していないことから、申立人の申立期間の

保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の特殊台帳の記載から、申立人の昭和 51 年度及び 52 年度の

国民年金保険料は昭和 53 年６月に一括して過年度納付されていることが推認

できるが、申立期間の保険料が特例納付により納付された形跡は見当たらな

い上、申立人の国民年金被保険者名簿等においても、その形跡は見当たらな

  



 

い。 

さらに、申立人は、妻の年金手帳の備忘録に記載されている妻のメモが、

申立期間の国民年金保険料を納付したことのあかしであると主張しているが、

当該メモをもって、申立人が当該期間の保険料を納付していたと推認するこ

とはできない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、口頭意見陳述においても、申立

人が当該期間の保険料を納付していた事実を裏付ける新たな証言や資料を得

ることができず、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7296 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 51年３月まで 

    私は昭和 53 年５月に結婚し、私の夫が、同年６月に区役所の出張所で夫

婦二人の国民年金の加入手続を行った。 

 夫は、国民年金の加入手続を行った時、出張所の職員から、夫は４年分、

私は５年分の国民年金保険料を遡って納付できるとの説明を受けたため、

夫が、昭和 53 年７月に夫婦それぞれの申立期間並びに昭和 51 年度及び 52

年度の保険料を区役所の出張所又は郵便局で遡ってまとめて納付した。 

 私は、夫から、私の国民年金保険料を５年分納付してきたと聞いた時、

年金手帳の備忘録に、「５年分遡って支払っている」とメモ書きしており、

当該メモは、夫が申立期間の保険料を納付したあかしである。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が、国民年金の加入手続を行った時、区役所の出張

所の職員から、申立人は５年分、夫は４年分の国民年金保険料を遡って納付

できるとの説明を受けたため、申立人及び夫の申立期間並びに昭和 51 年度

及び 52 年度の保険料を遡ってまとめて納付したとしているが、夫は、保険

料を納付した時期、場所及び納付方法についての記憶が明確でなく、遡って

まとめて納付した保険料額について記憶していないことから、申立人の申立

期間の保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の特殊台帳の記載から、申立人の昭和 51 年度及び 52 年度の

国民年金保険料は昭和 53 年６月に一括して過年度納付されていることが推認

できるが、申立期間の保険料が特例納付により納付された形跡は見当たらな

い上、申立人の国民年金被保険者名簿等においても、その形跡は見当たらな

  



 

い。 

さらに、申立人は、自身の年金手帳の備忘録に書いたメモが、申立期間の

国民年金保険料を納付したことのあかしであると主張しているが、当該メモ

をもって、申立人の当該期間の保険料が納付されていたと推認することはで

きない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、口頭意見陳述においても、申立

人が当該期間の保険料を納付していた事実を裏付ける新たな証言や資料を得

ることができず、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7297 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年 10 月から 61 年３月までの期間及び同年６月から 62 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 10月から 61年３月まで 

             ② 昭和 61年６月から 62年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 50 年＊月頃に、母親が私の国民年金の加入手続

を行い、母親が 58 年＊月に亡くなるまで、母親が自身の国民年金保険料と

一緒に私の保険料を納付してくれていた。 

    その後は、昭和 62 年４月に共済組合に加入するまで、私が納付書により

２か月あるいは３か月ごとに銀行で国民年金保険料を納付していた。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続に直接関与していない上、申立期間①のう

ち、申立人の母親が国民年金保険料を納付していたとする昭和 50 年 10 月か

ら 58 年３月頃までの期間については、申立人の母親は既に他界しており、

証言を得ることができないこと、及び申立期間①のうち、申立人が保険料を

納付していたとする 58 年４月頃から 61 年３月までの期間及び申立期間②に

ついては、申立人は当該期間の保険料の納付周期及び納付金額をはっきりと
お ぼ

は 憶 えていないことから、申立人の国民年金の加入状況並びに申立期間①

及び②の保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人は、母親が、昭和 50 年＊月頃に申立人の国民年金の加入手続

を行い、申立人の国民年金保険料を納付してくれていたと主張しているが、

申立人の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付

与された任意加入被保険者の資格取得日から、母親が他界した後の 58 年 10

  



 

月頃と推認されることから、申立内容と一致せず、当該加入手続時点におい

て、申立期間①のうち、過半の期間は時効により保険料を納付することがで

きない期間である上、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた形跡も

見当たらない。 

さらに、申立期間①及び②は、合計 136 か月に及び、これだけの長期間に

わたる事務処理を行政機関が続けて誤るとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7298（事案 7164の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から同年８月までの期間及び 61 年４月から平成 16

年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 また、申立人の昭和 53年９月から 61年３月までの期間及び平成 16年５月

から 19 年 10 月までの期間の国民年金保険料については、重複納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年４月から同年８月まで 

             ② 昭和 53年９月から 61年３月まで 

             ③ 昭和 61年４月から平成 16年４月まで 

             ④ 平成 16年５月から 17年３月まで 

             ⑤ 平成 17年４月から 19年 10月まで 

    私は、前回、申立期間①、③及び④について申立てを行ったが、記録訂

正が認められなかったため、納得ができないので、再度、申立てを行う。

また、コールセンターに私の国民年金保険料について相談したところ、

「あなたの国民年金の加入期間である 350 か月について、国民年金保険料

を重複して納付した記録がある。」と言われたので、申立期間②及び⑤に

ついても、今回、新たに申立てを行う。 

 前回の申立てにおいて、申立期間①について、私は、昭和 53 年７月に、

区役所で国民年金の加入手続を行った際に、当該期間の国民年金保険料を

同区役所の窓口で付加保険料を含め 1 万円ぐらい納付したと申立てを行っ

たが、付加保険料を納付した記憶が無いことから、定額保険料のみを納付

していたと思う。また、申立期間③及び④については、当該期間の保険料

を半年又は１年分ずつ納付書により金融機関で納付したが、申立期間③の

保険料の納付を示す資料として、身体障害者手帳及び国民年金裁定請求却

下通知書等を提出する。 

 今回新たに申立てを行った申立期間②について、私は、昭和 53 年９月に

  



 

区役所で付加年金の加入手続を行い、国民年金保険料については、同区に

居住していた頃は、毎月及び２か月ごとに保険料の集金に来ていた金融機

関の職員にそれぞれ納付し、転居してからは、転居先の複数の郵便局で重

複して納付していた。また、申立期間⑤について、当該期間の保険料を口

座振替により金融機関で納付していたにもかかわらず、納付書が届いたの

で、当該納付書により金融機関で半年又は１年分ずつ保険料を納付した。 

 申立期間①について、私の国民年金の記録を納付済みに訂正するととも

に、申立期間②、④及び⑤について、重複納付した国民年金保険料、及び

申立期間③について、国民年金第３号被保険者期間であるにもかかわらず

納付した保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人は、前回、年金記録確認Ａ地方第三者委員会に申立てを行っている

が、ⅰ）申立期間①については、申立人は、付加保険料を含めて国民年金保

険料を納付したと主張しているが、申立人が所持する年金手帳、Ｂ市の国民

年金被保険者名簿及びオンライン記録により、申立人が国民年金の任意加入

被保険者となったのは昭和 53 年９月であることが確認でき、当該期間は国

民年金の未加入期間であることから、制度上、保険料を納付することができ

ない期間であること、及び申立人は、当該期間の保険料を１万円ぐらい納付

したと主張しているが、当該金額は、当該期間の保険料を実際に納付した場
か い

合の金額と 乖 離していること、ⅱ）申立期間③については、申立人は、国

民年金第３号被保険者資格期間中も保険料を納付していたと主張しているが、

制度上、第３号被保険者は、保険料の納付を要しないことから、申立人に保

険料の納付書が発送されていたとは考え難い上、オンライン記録によると、

申立人の 61 年４月１日付けの第３号被保険者の資格取得は、同年４月 19 日

に処理されていることが確認できること、及び当該期間は、217 か月と長期

間に及んでおり、これだけ長期間にわたる事務処理を行政機関が続けて誤る

とは考え難い上、当該期間のうち、平成９年１月以降の期間は、基礎年金番

号導入後の期間であり、基礎年金番号に基づき国民年金保険料の収納事務の

電算化が図られた状況下において、当該期間の記録管理が適切に行われてい

なかったとは考え難いこと、ⅲ）申立期間④については、オンライン記録に

よると、国民年金第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更の処理は、

16 年９月 13 日に行われていることから、同年９月前に納付書が作成されて

いないと推認できる上、当該期間の保険料は同年 10 月に一括で納付された

ことが確認でき、当該期間の納付書が複数発行されたとは考え難いこと、

ⅳ）申立期間③及び④については、申立人の主張のとおり、当該期間の保険

料を納付した場合、当該保険料は還付されることとなるが、申立人が当時居

住していた区の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録等において、保険

  



 

料が還付された形跡は見当たらないこと等を理由として、既に年金記録確認

Ａ地方第三者委員会の決定に基づき平成 26 年１月 16 日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

 

２ 今回の申立てにおいて、前回申立てがあった申立期間①について、申立人

は、当該期間の付加保険料については納付した記憶が無いと前回の申立内容

を変遷させているが、申立人が納付したとする１万円は、当該期間の定額保
か い

険料のみを実際に納付した場合の金額とも 乖 離している。 

申立期間③について、申立人は、当該期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す資料として、今回、年金加入期間確認請求書（厚年用）、平成

８年９月 20 日付け「国民年金裁定請求却下通知書」等を提出しているが、こ

れらの資料から申立人が当該期間の保険料を納付していたことを確認するこ

とはできない。 

申立期間④について、申立人から当該期間の国民年金保険料を重複納付し

ていたことをうかがわせる新たな証言や資料の提出は無い。 

申立期間①、③及び④について、そのほかに、年金記録確認Ａ地方第三者

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない。 

今回新たに申立てがあった申立期間②について、申立人は、昭和 53 年９月

に区役所で付加年金の加入手続を行い、当該期間の国民年金保険料を金融機

関の職員を通じて、又は郵便局で納付していたと主張しているが、申立人が

付加年金に加入したのは、申立人が当時居住していた区の国民年金被保険者

名簿及び特殊台帳等において 54 年１月であることが確認できることから、申

立内容と一致しない。 

また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料を重複納付していたことを

裏付ける資料として、昭和 57年１月から 61 年 12月までの期間の家計簿を提

出しているが、57 年４月から 61 年２月までの期間については、いずれも２

か月ごとに納付していた保険料額が記載されているものの、重複納付を示す

金額等は確認できない。 

申立期間⑤について、申立人は、当該期間の国民年金保険料を口座振替に

より金融機関で納付していたにもかかわらず、納付書が届いたので、当該納

付書により金融機関で重複納付したと主張し、それを裏付ける資料として、

平成 17年５月から 19 年 10月までの口座振替通知書、16年１月から 17年 12

月までの社会保険料控除証明書及び 16 年５月から 17 年３月までの保険料の

領収証書（前回提出）等を提出しているが、それらの資料はいずれも、納付

方法、納付年月日及び保険料額がオンライン記録と符合している上、全て同

一の基礎年金番号であることが確認できることから、申立人の重複納付を裏

付ける資料とは認められない。 

また、申立期間⑤は、国民年金保険料の収納事務が国に一元化された平成

  



 

14 年４月以降の期間であり、当該事務の一元化に伴い、事務処理の機械化が

一層促進された期間であることから、当該期間の記録管理が適切に行われて

いなかったとは考え難い。 

このほか、申立人の主張のとおり、申立期間②及び⑤の国民年金保険料を

重複納付していた場合、当該保険料は還付されることとなるが、申立人が当

時居住していた区の国民年金被保険者名簿、特殊台帳及びオンライン記録等

において、保険料が還付された形跡は見当たらない上、申立人の主張のとお

り、申立期間②から⑤までの国民年金保険料を重複納付するためには、別の

国民年金手帳記号番号又は基礎年金番号が払い出されている必要があるが、

申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されていた形跡は無い。 

また、申立人の申立期間は、合計 355 か月に及んでおり、これだけ長期間

にわたる事務処理を複数の行政機関が続けて誤るとは考え難い。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①及び③の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。また、申立期間②、④及び⑤の保険料を重複納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から同年 12月まで 

    私は、平成３年４月に学生が国民年金に強制加入となった際、実家の母

親から国民年金への加入を勧められたので、Ａ市Ｂ区役所で加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料については、遡って一括して同区役所で納

付した。加入手続を行った時期、当該期間の保険料を納付した時期及び納

付金額についての正確な記憶は無いが、申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を遡って一括して区役所で納付した

と主張しているが、ⅰ）申立人は保険料の納付時期及び納付金額について、

記憶していないこと、ⅱ）申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された 20 歳到達者の被

保険者資格取得日等から、平成５年１月ないし同年２月と推認でき、その時

点で申立期間の保険料は過年度納付が可能であるが、制度上、区役所の窓口

で保険料を過年度納付することはできないことから、申立人の保険料の納付

状況が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9184 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 

    私は、Ａ社から申立期間に賞与の支払を受け、厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、当該賞与に係る厚生年金保険の記録が無い

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に申立人の申立期間に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除に

ついて照会を行ったが、回答が得られず確認することができない。 

   また、申立人も申立期間に係る賞与明細書を所持していない上、申立人

が申立期間における賞与の振込先であったとするＢ銀行Ｃ支店に取引履歴

の照会を行ったが、「既に資料を廃棄している。」と回答していることか

ら、申立人の申立期間に係る賞与の支給について確認することができない。 

   さらに、申立人の申立期間当時の住所であるＤ市及び同市を管轄するＤ

税務署に平成 15 年所得分に係る税務関係資料について照会を行ったが、

いずれも当該資料は無い旨回答していることから、申立人の申立期間に係

る賞与額及び厚生年金保険料控除額について確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9185 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年４月１日から同年７月１日まで 

    私は、Ａ社に派遣社員として勤務していたが、申立期間において厚生

年金保険の記録が無い。平成 18 年分の源泉徴収票を提出するので、調

査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された「派遣スタッフ雇用契約書」及び事業主の回答か

ら、申立人が申立期間のうち、平成 18 年４月 24 日から同年６月 30 日の

期間において、Ａ社に勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、事業主から提出された「2006 年分賃金台帳」によると、

事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除してい

ない上、事業主が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書」には、申立人が平成 18 年７月１日付けで被

保険者資格を取得していることが記載され、オンライン記録と一致してい

る。 

   また、Ｂ健康保険組合が「申立人は、申立期間において、当健康保険組

合の任意継続被保険者であり、健康保険料は納付済みである。」と回答し

ているところ、申立人が提出した平成 18 年分給与所得の源泉徴収票に記

載されている社会保険料等の金額は、「2006 年分賃金台帳」の社会保険

料額、前職分の社会保険料額及びＢ健康保険組合の任意継続被保険者期間

に係る健康保険料納付済額を合算した額と一致しており、申立期間に係る

厚生年金保険料の控除を確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  



                      

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 9186 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    Ａ事業所に昭和 58 年４月１日から勤務し、その後、同事業所でＢ共

済組合に加入し継続して勤務していたが、厚生年金保険の記録によると、

申立期間が被保険者期間となっていない。 

    申立期間の資格喪失日は、昭和 60 年４月１日になるはずである。申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間にＡ事業所に継続して勤務していたと申し立ててい

るが、Ｂ事業所から提出された申立人に係る人事記録及び組合員証整理簿

（健康保険被保険者証台帳）により、申立人の任用期間は、昭和 60 年３

月 30 日までであり、退職日が同日と記録されていることが確認できる。 

   また、Ｂ事業所は、「申立人が採用されたＣ職の身分は非常勤職員であ

り、申立期間は、国の機関であったため非常勤職員を通年採用することが

できなかった。申立人の退職日は昭和 60 年３月 30 日であり、月末まで雇

用されていないため同年３月の厚生年金保険料の控除は行っていない。」

と回答している。 

   さらに、申立人と同様に申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となっ

ていない複数の同僚に照会したものの、昭和 60 年３月の保険料について

給与から控除されていたことをうかがわせる証言を得ることができない。 

   加えて、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

  



                      

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   なお、厚生年金保険法第 14 条において、資格喪失の時期は、その事業

所に使用されなくなった日の翌日と規定されており、同法第 19 条第１項

において、「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、被保

険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算

入する。」と規定されている。

 

  




